様式例第13号の１
指導通知書
平成　　年　　月　　日
　住所
　氏名　　　　　　　　　殿
農業委員会会長　印
　下記農地は、現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる（その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣っていると認められる）ことから、農地法第30条第３項の規定に基づく指導を行いますので、その旨を通知します。
記
１　農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	


２　利用状況
　(1) 調査年月日
　(2) 調査者
　(3) 利用状況
３　指導開始年月日
４　指導を行う農業委員の氏名
５　指導内容
６　遊休農地である旨の通知を行う期日
　　　　年　　月　　日までに農業上の利用の増進が図られない場合等は、農地法第32条の規定に基づく遊休農地である旨の通知を行います。
（記載要領）
　１　通知の相手方が複数いる場合は、あて名は連名にした上でそれぞれに通知すること。
　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
　３　指導内容は、以下の事項を参考にされたい。
　　(1) 農地法第２条の２の規定により、農地について所有権又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を有する者は、当該農地の農業上の適正かつ効率的な利用を確保する責務があります。
　　(2) このため、記の１の農地について、農業上の利用の増進を図るため、適正かつ効率的な耕作を再開する必要があります。
　　(3) 自ら耕作ができない場合には、農業委員会へ第三者への貸借のあっせんを申し出てください。
      （農業委員会の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　(4) ○○地域（農地の所在地域）においては、農地活用の一環として都市住民等の体験交流を計画しており、農地の提供等協力を御願いします。
　　(5) 記の６の通知を受けた場合、農地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者）に対して、利用計画の届出等、順次法的措置を行うことになりますので、御留意ください。
　　(6) 記の１の農地が、農地等に対する相続税の納税猶予制度の適用を受けている場合には、農地法第32条の規定に基づく遊休農地である旨の通知が発出されたときにその旨を税務署長に通知します。これにより当該猶予措置が打ち切られますので、御留意ください。

様式例第13号の２
遊休農地通知書
番　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　住所
　氏名　　　　　　　　　殿
農業委員会会長　印
　下記農地は遊休農地であるので、農地法第32条の規定に基づき通知します。
　なお、農地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者）は、農地法第33条第１項の規定により、この通知があった日から起算して６週間以内に、遊休農地に係る農業上の利用の増進に関する計画を届け出なければなりません。
記
　農地の所在等
	所在・地番

	地目

	面積（㎡）

	農地に関する権利の種類

	農地法第30
条第３項の該当号

	
	
	
	
	


　　農地法第30条第３項第１号及び第２号
　　　第１号　現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地
　　　第２号　その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣つていると認められる農地
（留意事項）
　１　利用計画の届出は、別紙様式（様式例第13号の４）で行ってください。
　２　利用計画を通知のあった日から起算して６週間以内に届け出ない場合又は虚偽の届出を行った場合は、30万円以下の過料に処されます。（農地法第68条第２号）
　３　疾病による療養等により、６週間以内に利用計画の届出ができない場合は、農業委員会に連絡してください。
　　　（農業委員会の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（記載要領）
　１　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
　２　「農地法第30条第３項の該当号」欄には、対象農地が農地法第30条第３項各号のいずれに該当するかを記載する。

様式例第13号の３
公　　　告
下記農地は遊休農地であるので、農地法第32条ただし書の規定に基づき公告する。
　平成　　年　　月　　日
農業委員会会長　印
記
１　農地の所在等
	所在・地番

	地目

	面積（㎡）

	農地に関する権利の種類

	農地法第30
条第３項の
該当号
	遊休農地の所有者等の情報

	
	
	
	
	
	


　　農地法第30条第３項第１号及び第２号
  　  第１号　現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地
   　 第２号  その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣つていると認められる農地
２　この公告は、農地法第32条に基づく通知を受けるべき遊休農地の所有者又は当該農地について所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者を確知できないことから行うものである。
３　農地法第30条第３項第１号に該当する農地について、遊休農地を利用する権利の設定を希望する農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体又は特定農業法人は、この公告があった日から起算して６か月以内に、都道府県知事に対し、当該遊休農地を利用する権利の設定に関し裁定を申請することができる。
（記載要領）
　１　記の１の「農地法第30条第３項の該当号」欄には、当該農地が農地法第30条第３項各号のいずれに該当するかを記載する。
　２　記の１の遊休農地の所有者等の情報欄には、調査等で知り得た情報をできる限り記載する。
　３　記の３は、当該農地が農地法第30条第３項第１号に該当し、かつ、当該農地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者）に対し第32条の規定に基づく通知がされなかった場合のみ記載する。
様式例第13号の４
利用計画届出書
平成　　年　　月　　日
　農業委員会会長　殿
住所　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　印
　農地法第33条第１項の規定に基づき、遊休農地の農業上の利用に関する計画について、下記のとおり届け出ます。
記
	農地に関する事項

	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	
	

	所有権に関する事項

	所有者の氏名

	
	

	所有権以外の権利に関する事項

	権利の種類
	内容
	権利を有する者の氏名

	
	
	
	

	遊休農地の農業上の利用に関する計画

	内容
	予定時期

	
	
	

	利用権の設定等についてあっせんの希望
	有・無（希望するあっせんの内容）


	その他参考となるべき
事項

	


（記載要領）
　１　届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印を省略することができます。
　２　届出者が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。
　３　「所有権に関する事項」については、所有者が法人である場合においては、法人の名称及び代表者の氏名を記載してください。
　４　「所有権以外の権利に関する事項」については、届出者に所有権以外の権原が設定されている場合に記載してください。「内容」欄には、権利（賃借権等）の存続期間、借賃等を記載してください。法人である場合は、「権利を有する者の氏名」欄には、法人の名称及び代表者の氏名を記載してください。
　５　「遊休農地の農業上の利用に関する計画」の「内容」欄には、現に有する農業上の利用に関する計画を可能な限り詳細に記載してください。
　６　「その他参考となるべき事項」欄には、遊休農地の利用に関して、労働力（見込み含む）、農業機械の保有状況等参考となる事項を記載してください。
様式例第13号の５
勧告書
平成　　年　　月　　日
　住所
　氏名　　　　　　　　　殿
農業委員会会長　印
　遊休農地の農業上の利用の増進を図るために必要な措置を講ずべきことを、農地法第34条第１項の規定に基づき、下記のとおり勧告します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番

	地目

	面積（㎡）

	農地に関する権利の種類

	
	
	
	


２　勧告の理由
　　○○のため、農地法第34条第１項第○号に該当します。
３　講ずべき措置
４　措置を講ずべき期限
　　　　年　　月　　日
５　講じた措置の報告
（留意事項）
　　措置を講ずべき期限までに必要な措置を講じない場合、法第35条第１項の規定により、遊休農地の所有権の移転等に関する協議を行う旨の通知を行うことがあることを申し添えます。
（記載要領）
　１　記の５の「講じた措置の報告」は、講じた措置について報告を求める必要があると認めるときに記載する。
　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
　３　「留意事項」は、遊休農地が法第30条第３項第１号に該当する場合に記載する。

様式例第13号の６
所有権の移転等の協議を行う者を指定する旨の通知書
平成　　年　　月　　日
　主たる事務所の所在地
　名称及び代表者氏名　　　　　　殿
農業委員会会長　印
　下記遊休農地について所有権の移転等の協議を行う者として、農地法第35条第１項の規定に基づき指定したことを通知します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）
	所有者等の住所・氏名

	
	
	
	


２　その他参考となるべき事項
（記載要領）
　１　記の２の「その他参考となるべき事項」には、勧告書の内容、土地の状況を記載する（必要に応じて図面、写真等を添付）。
　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
様式例第13号の７
所有権の移転等の協議を行う旨の通知書
平成　　年　　月　　日
　住所
　氏名　　　　　　　　　殿
農業委員会会長　印
　下記遊休農地について、この通知があった日から６週間を経過する日までの間、（農地保有合理化法人等の名称を記載）が農地法第35条第２項の規定に基づく所有権の移転等の協議を行うことを、同条第１項の規定に基づき通知します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）
	所有者等の住所・氏名

	
	
	
	


２　協議の相手方（連絡先）
　　（農地保有合理化法人等の名称、代表者の氏名及び連絡先を記載）
（留意事項）
　　この所有権の移転等の協議については、法第35条第２項の規定により、疾病又は負傷による療養や災害等協議に応じることのできないやむを得ない事情がなければ拒んではならないこととされています。
　　ただし、この協議が調わなかった場合又は協議を行うことができなかった場合に、（農地保有合理化法人等の名称を記載）は、法第36条第１項の規定に基づき都道府県知事に対し、この協議に係る所有権の移転等について調停の申請をすることができます。
（記載要領）
　　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
様式例第13号の８
調停を受けたい旨の申請書
平成　　年　　月　　日
　都道府県知事　殿
主たる事務所の所在地　　　
　
名称及び代表者氏名　　　印
　農地法第35条第２項の規定による所有権の移転等の協議が調わなかった（又は協議を行うことができなかった）ので、同法第36条第１項の規定に基づき調停を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）
	所有者等の住所・氏名

	
	
	
	


２　所有者等との協議が調わず、又は協議をすることができない事由
３　遊休農地の利用の現況及び見通し
４　申請者の利用計画の内容の詳細
５　その他参考となるべき事項
（記載要領）
　１　代表者の氏名の記載を自署する場合においては、押印を省略することができます。
　２　所有者等が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。
様式例第13号の９
特定利用権の設定に関する裁定の申請書
平成　　年　　月　　日
　都道府県知事　殿
主たる事務所の所在地　　　
名称及び代表者氏名　　　印
　平成　　年　　月　　日に、農地法第36条第４項に基づき調停案の受諾の勧告が行われましたが、勧告を受けた者が２か月以内に当該勧告に係る調停案を受諾しないので、同法第37条の規定に基づき特定利用権の設定に関する裁定を、下記のとおり申請します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）
	所有者等の住所・氏名

	
	
	
	


２　遊休農地の利用の現況及び見通し
３　申請者の利用計画の内容の詳細
４　希望する特定利用権の始期等
	始期
	存続期間
	借賃
	支払方法

	
	
	
	


５　その他参考となる事項
（記載要領）
　１　代表者の氏名の記載を自署する場合においては、押印を省略することができます。
　２　所有者等が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。
様式例第13号の10
特定利用権の設定の裁定に関する通知書
番　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　住所
　氏名　　　　　　　　　殿
都道府県知事　印
　下記遊休農地については、農地法第37条の規定に基づき特定利用権の設定に関する裁定が申請されたので、同法第38条第１項の規定に基づき通知します。
　なお、平成　　年　　月　　日までにこれに係る意見書を提出できますので、お知らせします。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	


２　申請者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
３　遊休農地の利用の現況及び見通し
４　申請者の利用計画の内容の詳細
５　申請者の希望する特定利用権の始期等
	始期
	存続期間
	借賃
	支払方法

	
	
	
	


６　その他参考となる事項
（記載要領）
　１　様式例第13号の11（特定利用権の設定の裁定に関する意見書）を添付する。
　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。

様式例第13号の11
特定利用権の設定の裁定に関する意見書
平成　　年　　月　　日
　都道府県知事　殿
住所　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　印
　平成　　年　　月　　日付けの通知について、農地法第38条第１項の規定に基づき意見書を、下記のとおり提出します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	


２　権利の種類及び内容
	種類
	内容

	
	


３　遊休農地の利用の状況及び利用計画
４　遊休農地を現に耕作の目的に供していない理由
５　意見の趣旨及びその理由
６　その他参考となるべき事項
（記載要領）
　１　提出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印を省略することができます。
　２　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。
　３　記の２の「内容」欄には、提出者に所有権以外の権原が設定されている場合に、権利（賃借権等）の存続期間、借賃等を記載してください。

様式例第13号の12
特定利用権の裁定通知書
番　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　主たる事務所の所在地
　名称及び代表者氏名　　　　　殿
都道府県知事　印
　平成　　年　　月　　日付けで農地法第37条の規定による特定利用権の設定に関する裁定の申請のあった下記の農地について、同法第39条第１項の規定により特定利用権を設定する裁定をしたので、同法第40条第１項の規定に基づき、下記のとおり通知します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	


２　特定利用権の内容等
	内容
	始期
	存続期間
	借賃
	支払方法

	
	
	
	
	


３　特定利用権が設定された者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
様式例第13号の13
特定利用権の裁定通知書
番　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　住所
　氏名　　　　　　　　　　　殿
都道府県知事　印
　農地法第39条第１項の規定により、遊休農地に特定利用権を設定する裁定をしたので、同法第40条第１項の規定に基づき、下記のとおり通知します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	


２　特定利用権の内容等
	内容
	始期
	存続期間
	借賃
	支払方法

	
	
	
	
	


３　特定利用権が設定された者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
（教示）
　１　この処分に不服があるときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第255条の２の規定により、この処分があったことを知った日から60日以内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に、審査請求書（行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第15条に規定する事項を記載しなければなりません。）正副２通を農林水産大臣に提出して審査請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日から60日以内であっても、処分の日から１年を経過したときは審査請求をすることはできません。）。なお、審査請求書は、なるべく地方農政局長（○○市○○町○○番地）を経由して提出してください。
　２　この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日から６か月以内（裁決があったことを知った日の翌日から起算します。）に、都道府県を被告として（訴訟において都道府県を代表する者は知事となります。）、提起することができます（なお、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日から６か月以内であっても、裁決の日から１年を経過したときは処分の取消しの訴えを提起することはできません。）。
　３　この処分の取消しの訴えは、農地法第54条の規定により、この処分についての審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
　　　この場合においては、処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日から６か月以内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に提起することができます。（なお、処分があったことを知った日から６か月以内であっても、処分の日から１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできません。）
　　①　審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。
　　②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　　③　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
（記載要領）
　　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
様式例第13号の14
遊休農地を利用する権利の設定に関する裁定の申請書
平成　　年　　月　　日
　都道府県知事　殿
主たる事務所の所在地　　　
名称及び代表者氏名　　　印
　平成　　年　　月　　日付けで公告のあった下記遊休農地について、農地法第43条第１項の規定に基づき遊休農地を利用する権利の設定に関する裁定を、下記のとおり申請します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）
	所有者等の情報

	
	
	
	


２　遊休農地の利用の現況及び見通し
３　申請者の利用計画の内容の詳細
４　希望する権利の始期等
	始期
	存続期間
	借賃に相当する補償金の額

	
	
	


５　その他参考となる事項
（記載要領）
　１　記の１の「所有者等の情報」欄には、農地法第32条ただし書に基づく遊休農地である旨の公告（様式例第13号の３）の情報等を記載してください。
　２　提出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印を省略することができます。
　３　所有者等が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。

様式例第13号の15
遊休農地を利用する権利の裁定通知書
番　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　主たる事務所の所在地
　名称及び代表者氏名　　　　　　殿
都道府県知事　印
　平成　　年　　月　　日付けで農地法第43条第１項による遊休農地を利用する権利の設定に関する裁定の申請のあった下記遊休農地について、同項の規定により遊休農地を利用する権利を設定する裁定をしたので、同条第３項の規定に基づき通知します。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	


２　遊休農地を利用する権利の内容等
	内容
	始期
	存続期間
	借賃に相当する補償金の額

	
	
	
	


３　遊休農地を利用する権利が設定された者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
４　遊休農地の所有者等の情報
５　補償金の支払の方法
　　遊休農地を利用する権利の始期までに○○（地方）法務局（○○支局、○○出張所）に補償金を供託してください。
６　その他
　　補償金を供託したときは、供託書正本の写しを都道府県知事に提出してください。
（記載要領）
　　記の４の「遊休農地の所有者等の情報」には、農地法第32条ただし書に基づく遊休農地である旨の公告（様式例第13号の３）の情報等を記載する。
供託書参考例（供託所に備え付けの用紙を使用すること）
[image: image1.wmf]

様式例第13号の16
公　　　告
　下記遊休農地について、遊休農地を利用する権利を設定する裁定をしたので、農地法第43条第３項の規定に基づき公告する。
　平成　　年　　月　　日
都道府県知事　印
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番
	地目
	面積（㎡）

	
	
	


２　遊休農地を利用する権利の内容等
	内容
	始期
	存続期間
	借賃に相当する補償金の額

	
	
	
	


３　遊休農地を利用する権利が設定された者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
４　遊休農地の所有者等の情報
５　補償金の支払の方法
　　２の遊休農地を利用する権利の始期までに○○（地方）法務局（○○支局、○○出張所）に補償金を供託すること。
６　その他
　　遊休農地の所有者等は○○（地方）法務局（○○支局、○○出張所）において、補償金の還付を受けることができる。
（記載要領）
　　記の４の「遊休農地の所有者等の情報」には、農地法第32条ただし書に基づく遊休農地である旨の公告（様式例第13号の３）の情報等を記載する。
様式例第13号の17
措置命令書
番　　　　　　　　　号
平成　　年　　月　　日
　住所
　氏名　　　　　　　　　　　殿
市町村長　印
　平成　　年　　月　　日付けで遊休農地である旨の通知（又は公告）をした下記遊休農地において、周辺の地域における営農条件に著しい支障が生じているため（又は生じるおそれがあるため）、農地法第44条第１項の規定に基づき支障の除去等の措置を講ずることを命じます。
記
１　遊休農地の所在等
	所在・地番

	地目

	面積（㎡）

	農地に関する権利の種類
	備考


	
	
	
	
	


２　講ずべき支障の除去等の措置の内容
３　命令の履行期限
　　　　年　　月　　日
４　命令を行う理由
（留意事項）
　１　命令の履行期限までに支障の除去等の措置を講じないとき、講じても十分でないとき又は講ずる見込みがないときは、当職において支障の除去等の措置の全部又は一部を講じ、当該措置に要した費用を徴収する場合があります。
　２　本命令に違反した者は、30万円以下の罰金に処されます（農地法第66条）。
（記載要領）
　　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
